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	１　商業施設の運営方法について《資料１》
	２　屋根付き広場等の運営方法について《資料２》
	３　地下1階の庁舎駐車場等の運営方法について
	４　スケジュール（案）

	01_【資料１】商業施設11
	・まちのにぎわいや活力の創出（※）
	・来館者、駅利用者の利便性の向上
	・昼食需要の受け皿など、約6,000人が就業する新市庁舎ビルの支援機能
	・賃料収入の確保
	といった観点から検討を進めてきました。
	パススルー型ＭＬ方式の導入を前提として、商業施設の運営に関して、U平成29年第４回市会定例会にて条例の制定に関する議案を提出Uします。
	・U民間事業者の能力を活用して市庁舎商業施設をまちのにぎわいと活力を創出する拠点とするため、その運営に関する基本的な事項を定めますU。
	・パススルー型ＭＬ方式の貸付料は「ＭＬ事業者がテナントから徴収した賃料等」となり、その中からＭＬ事業者へ支払う委託報酬等を差し引いた額が、実質的な市の収益となります。
	・この方式は、U貸付料をあらかじめ定めた上で契約を締結する従来の方式とは異なり、ＭＬ事業者との契約後に貸付料が決まり、かつ契約期間中に貸付料が変動する方式Uであるため、地方自治法第237条第２項に基づき条例を定めます。

	02_【資料２】アトリウム等08
	99_【参考】B1、１、２F平面図05




